
会長専決事項の処理について

　平成18年4月21日以降において、中央防災会議運営要領（以下「運営要領」とい

う。）第5及び第6の規定に基づき、下記のとおり会長専決事項の処理を行ったの

で、運営要領第７の規定に基づき報告して承認を求める。

平成18年6月2日

中央防災会議会長　　小泉　純一郎

記

件　　名 年 月 日 事　　　　　　　　　　項

地域防災計画の修正

H18.5.11 北海道、長野県、高知県

H18.5.15 福岡県

小　計 4件

梅雨期及び台風期におけ
る防災態勢の強化につい
て

H18.5.22

中央防災会議通達「梅雨期及び台風期における
防災態勢強化について」を各指定行政機関の
長、各都道府県防災会議会長、各指定公共機関
の代表者宛通知

小　計 1件

　　　　合　　　　　　計 5件

説明資料４
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（参考）

中 防 災 第 １ ６ 号
（中防消第３５号）
平成１８年５月２２日

各指定行政機関の長
（各都道府県防災会議会長） あて
各指定公共機関の代表者

内閣総理大臣
（中央防災会議会長）
小 泉 純 一 郎

梅雨期及び台風期における防災態勢強化について

貴職におかれては、日頃から各般の施策を通じて災害対策の推進に尽力されているところで
あるが、平成１６年の観測史上最多の上陸となった台風や新潟・福島及び福井における豪雨、昨
年の台風第１４号などの風水害により多数の人的被害及び住家被害などが発生したことから、梅
雨期及び台風期における人命の保護を第一義として、下記の点に留意して防災態勢の一層の強化
を図られたい。
なお、関係機関（市町村）に対する指導（周知）方よろしくお願いする。

記

１．近年における災害の状況にかんがみ、土砂崩れ、河川のはん濫、高潮等による災害の発生を
未然に防止するよう、関係機関との緊密な連携の下に、
①災害発生のおそれのある危険箇所等の巡視・点検の徹底
②異常降雨時におけるダム等の管理の強化
③降雨等の気象状況及び大雨警報等に関する情報の収集・伝達の徹底
④洪水予報や浸水想定区域、土砂災害危険箇所等の防災情報の住民等への伝達の徹底
⑤警戒避難態勢の強化
等に万全を期すること。
また、住民等の安全確保には災害発生時の情報伝達が重要であることにかんがみ、こうし

、 、 、 、た情報伝達体制の充実を図るため マスメディアとの連携を始め 広報誌 防災行政無線等
多様な伝達手段を整備し、確実な災害情報の提供を進めること。
なお、地下空間における浸水対策についても施設管理者と連携し、避難誘導等安全体制の

確保に十分配慮すること。

２．平成１７年３月に中央防災会議で報告された「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイ
ドライン」及び平成１８年４月に中央防災会議で報告された「災害時要援護者の避難支援ガイ
ドライン （改訂版）の趣旨及び内容を理解の上、避難勧告等の判断基準・伝達マニュアルの」
作成、災害時要援護者情報の共有及び避難支援プランの作成等を推進し、適切な防災対策の

推進に努めること。

３．災害復旧事業施行中の箇所については、再度災害を未然に防止するため、適切な措置を講じ
ること。特に、平成１７年の風水害や平成１８年豪雪等により被災した箇所については、二
次的な土砂災害に十分留意し、万全の措置を講ずること。

４．災害が発生した場合には、迅速かつ的確な災害応急・復旧対策を講じるよう格段の配慮を行
うこと。
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